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第 1章　総則
（目的等）（目的等）

第 1条　この法律は、処分、行政指導
及び届出に関する手続並びに命令等
を定める手続に関し、共通する事項
を定めることによって、行政運営に
おける公正の確保と透明性 【1】 の向
上を図り、もって国民の権利利益の
保護に資することを目的とする。

２　処分、行政指導及び届出に関する
手続並びに命令等を定める手続に関
しこの法律に規定する事項について、
他の法律に特別の定めがある場合は、
その定めるところによる。

（定義）（定義）

第 2条　この法律において、次の各号
に掲げる用語の意義は、当該各号に
定めるところによる。

【1】 行政上の意思決定について、その内
容及び過程が国民にとって明らかであ
ることをいう。第 46 条において同じ。

一　法令　法律、法律に基づく命
令 【2】、条例及び地方公共団体の
執行機関の規則 【3】 をいう。
二　処分　行政庁の処分その他公権
力の行使に当たる行為をいう。
三　申請　法令に基づき、行政庁の
許可、認可、免許その他の自己に
対し何らかの利益を付与する処
分 【4】 を求める行為であって、当
該行為に対して行政庁が諾否の応
答をすべきこととされているもの
をいう。
四　不利益処分　行政庁が、法令に
基づき、特定の者を名あて人とし
て、直接に、これに義務を課し、
又はその権利を制限する処分をい
う。ただし、次のいずれかに該当
するものを除く。
イ　事実上の行為及び事実上の行
為をするに当たりその範囲、時
期等を明らかにするために法令
上必要とされている手続として
の処分
ロ　申請により求められた許認可
等を拒否する処分その他申請に
基づき当該申請をした者を名あ
て人としてされる処分
ハ　名あて人となるべき者の同意
の下にすることとされている処

【2】 告示を含む
4 4

。
【3】 規程を含む

4 4

。以下「規則」という。
【4】 以下「許認可等」という。
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分
ニ　許認可等の効力を失わせる処
分であって、当該許認可等の基
礎となった事実が消滅した旨の
届出があったことを理由として
されるもの

五　行政機関　次に掲げる機関をい
う。
イ　法律の規定に基づき内閣に置
かれる機関若しくは内閣の所轄
の下に置かれる機関、宮内庁、
内閣府設置法（平成 11 年法律第
89 号）第 49 条第 1 項若しくは
第 2項に規定する機関、国家行
政組織法（昭和 23 年法律第 120 号）
第 3 条第 2 項に規定する機関、
会計検査院若しくはこれらに置
かれる機関又はこれらの機関の
職員であって法律上独立に権限
を行使することを認められた職
員
ロ　地方公共団体の機関 【1】

六　行政指導　行政機関がその任務
又は所掌事務の範囲内において一
定の行政目的を実現するため特定
の者に一定の作為又は不作為を求
める指導、勧告、助言その他の行
為であって処分に該当しないもの
をいう。
七　届出　行政庁に対し一定の事項
の通知をする行為 【2】 であって、
法令により直接に当該通知が義務
付けられているもの 【3】 をいう。
八　命令等　内閣又は行政機関が定
める次に掲げるものをいう。
イ　法律に基づく命令 【4】 又は規

【1】 議会を除く
4 4

。
【2】 申請に該当するものを除く。

4 4

【3】 自己の期待する一定の法律上の効果
を発生させるためには当該通知をすべ
きこととされているものを含む

4 4

。
【4】 処分の要件を定める告示を含む

4 4

。次
条第 2項において単に「命令」という。

則
ロ　審査基準 【5】

ハ　処分基準 【6】

ニ　行政指導指針 【7】

（適用除外）

第 3条　次に掲げる処分及び行政指導
については、次章から第 4章の 2ま
での規定は、適用しない。
一　国会の両院若しくは一院又は議
会の議決によってされる処分
二　裁判所若しくは裁判官の裁判に
より、又は裁判の執行としてされ
る処分
三　国会の両院若しくは一院若しく
は議会の議決を経て、又はこれら
の同意若しくは承認を得た上でさ
れるべきものとされている処分
四　検査官会議で決すべきものとさ
れている処分及び会計検査の際に
される行政指導
五　刑事事件に関する法令に基づい
て検察官、検察事務官又は司法警
察職員がする処分及び行政指導
六　国税又は地方税の犯則事件に関
する法令 【8】 に基づいて国税庁長
官、国税局長、税務署長、国税庁、
国税局若しくは税務署の当該職員、
税関長、税関職員又は徴税吏
員 【9】 がする処分及び行政指導並

【5】 申請により求められた許認可等をす
るかどうかをその法令の定めに従って
判断するために必要とされる基準をい
う。以下同じ。

【6】 不利益処分をするかどうか又はどの
ような不利益処分とするかについてそ
の法令の定めに従って判断するために
必要とされる基準をいう。以下同じ。

【7】 同一の行政目的を実現するため一定
の条件に該当する複数の者に対し行政
指導をしようとするときにこれらの行
政指導に共通してその内容となるべき
事項をいう。以下同じ。

【8】 他の法令において準用する場合を含
4

む
4

。
【9】 他の法令の規定に基づいてこれらの

法令の目次を掲載するこ
とで、法律の全体像を把
握しやすく キーワードは、色ゴ

チック・黒ゴチック・
傍点を使って読みや
すく

数字を大きく表示し
て、目的の条文を見
つけやすく

本文に残ったカッコ書き
にアミ掛けをして、本文
と区別しやすく

…これほど多くのカッコ
書きが！
本文と分けて読まなけれ
ば、とても理解できない
──初めてそれを実現し
たのが、本書です！
ぜひ一般の六法と比べて
みてください。
本書の便利さが、きっと
よくわかります。脚注化されたカッコ

書きも、キーワード
にゴチック・傍点を
付加

【1】に入るカッコ書きを
脚注に移動することで、
本文とカッコ書きを分け
て理解しやすく

透明性透明性透明性透明性透明性透明性
上を図り、もって上を図り、もって上を図り、もって上を図り、もって上を図り、もって上を図り、もって
保護に資することを目的とする。保護に資することを目的とする。保護に資することを目的とする。保護に資することを目的とする。

２　処分、行政指導及び届出に関する２　処分、行政指導及び届出に関する２　処分、行政指導及び届出に関する２　処分、行政指導及び届出に関する

行政指導行政指導

許認可等許認可等

該行為に対して行政庁が諾否の応該行為に対して行政庁が諾否の応該行為に対して行政庁が諾否の応該行為に対して行政庁が諾否の応
答をすべきこととされているもの答をすべきこととされているもの答をすべきこととされているもの答をすべきこととされているもの答をすべきこととされているもの答をすべきこととされているもの
をいう。をいう。をいう。をいう。
不利益処分不利益処分四　四　四　四　

。以下「。以下「。以下「。以下「
」という。」という。」という。」という。

規程を含む規程を含む
4 44 4

手手手手
続続　次に掲げる処分及び行政指導　次に掲げる処分及び行政指導　次に掲げる処分及び行政指導　次に掲げる処分及び行政指導

の 2まの 2まの 2まの 2ま
での規定は、適用しない。での規定は、適用しない。
一　国会の両院若しくは一院又は議一　国会の両院若しくは一院又は議一　国会の両院若しくは一院又は議一　国会の両院若しくは一院又は議

によってされる処分によってされる処分によってされる処分によってされる処分
二　裁判所若しくは裁判官の二　裁判所若しくは裁判官の二　裁判所若しくは裁判官の二　裁判所若しくは裁判官の
より、又は裁判の執行としてされより、又は裁判の執行としてされより、又は裁判の執行としてされより、又は裁判の執行としてされ
る処分る処分る処分る処分

わずかこれだけの条文の
中に…

該行為に対して行政庁が諾否の応該行為に対して行政庁が諾否の応該行為に対して行政庁が諾否の応該行為に対して行政庁が諾否の応
答をすべきこととされているもの答をすべきこととされているもの答をすべきこととされているもの答をすべきこととされているもの

項において単に「項において単に「

自己の期待する一定の法律上の効果自己の期待する一定の法律上の効果自己の期待する一定の法律上の効果自己の期待する一定の法律上の効果
を発生させるためには当該通知をすべを発生させるためには当該通知をすべを発生させるためには当該通知をすべを発生させるためには当該通知をすべ
きこととされているものを含むきこととされているものを含むきこととされているものを含むきこととされているものを含む
処分の要件を定める告示を含む処分の要件を定める告示を含む処分の要件を定める告示を含む処分の要件を定める告示を含む
項において単に「項において単に「項において単に「項において単に「

自己の期待する一定の法律上の効果自己の期待する一定の法律上の効果

礎となった事実が消滅した旨の礎となった事実が消滅した旨の礎となった事実が消滅した旨の礎となった事実が消滅した旨の礎となった事実が消滅した旨の礎となった事実が消滅した旨の礎となった事実が消滅した旨の礎となった事実が消滅した旨の
届出があったことを理由として届出があったことを理由として届出があったことを理由として届出があったことを理由として届出があったことを理由として届出があったことを理由として

第第第第 条条


